
Acceptable Use Policy（利用規定） 

 

NTT ドコモビジネスグローバル IP ネットワークサービスは、インターネット接続、ウェブサイトホスティング及び他のイン

ターネット関連サービスについて、顧客（又は加入者）及びその顧客、使用者に対し、公共、プライベート、商用又は非

商用情報を入手、または発信する手段を提供します。NTT ドコモビジネスは、インターネットが自由でオープンな討論

や情報の普及の場であることを尊重しますが、利害衝突等による問題が生じたとき、予防または修正処置を取らせて頂

く事があります。これらの利害衝突を回避するために、サービス契約本文中に記載されている条件について補足説明

し、サービスをご利用頂く際の権利と義務について理解頂くための、利用規定（AUP）を設けました。なおこの AUP は、

予告なく改正されることがあります。AUP 改正後における御社による NTT ドコモビジネスグローバル IP ネットワークサ

ービスのご利用規定については https://www.ntt.com/business/services/network/global-ip-network/gin.html に掲

示する改正後の AUP に従って頂きます。 

 

インターネットはどの団体も一方的に所有したり、コントロールしたりすることはありません。 

この事実により、インターネットはオープンで価値の高いものになっています。しかし、またそれゆえに、インターネットか

ら情報を取得したりする人々の判断や責任が重んじられます。加入者がインターネットから情報を取得する際には、

NTT ドコモビジネスはその情報について監視したり、証明したり、保証したり、精度や品質の保証を行うことができない

ということに留意して下さい。つまり、加入者は、インターネットから得た情報については、自ら最良の判断をするべきで

あり、時にインターネット上の情報が性的表現を有する、もしくは、不快な内容を含むことがあり得る事に注意して下さ

い。NTT ドコモビジネスはインターネット上のコンテンツを監視・検閲する事はありません。NTT ドコモビジネスは加入者

に対する不正確・不適当・不快・違法なインターネットコミュニケーションに起因する損害に対して全く責任を負いませ

ん。 

 

また加入者がインターネットで情報を発信する場合においても、NTT ドコモビジネスは加入者が制作する情報を編集・

検閲しないので、情報に対する責任は全く負いません。加入者が情報をインターネット上に掲載する場合は、他の媒

体の著者と同様に著作権侵害、名誉毀損、及び、他に害を及ぼす発言に対して責任を負います。また、これらの情報

は NTT ドコモビジネスグローバル IP ネットワークを通じて NTT ドコモビジネスの加入者、及び加入者以外の多数の

人々に伝えられるので、加入者のインターネットへの情報掲載は他の加入者に影響を与える可能性があり、NTT ドコモ

ビジネスの信用、企業評価、及び経営を害する可能性があります。以上の理由により、加入者、加入者の顧客、系列会

社、または子会社が次にあげる禁止された行為を行うとき、加入者は NTT ドコモビジネスのポリシーやサービス契約に

違反するものとします。 

 

スパム攻撃――インターネット上で本人の同意を得ず大量/営利目的の無差別メッセージを送ること（スパム）。これは、

消費者に NTT ドコモビジネスに対するマイナスイメージを与えるだけでなく NTT ドコモビジネスグローバル IP ネットワ

ークのトラヒックを急増させ、加入者へのサービス低下をもたらします。同様に、オープン SMTP リレーも禁止されていま

す。NTT ドコモビジネスは、クレームが寄せられたとき、電子メール受取人が「オプトイン」電子メールリストに記載されて

いたかどうかを全ての証拠から判断することができます。 

 

知的所有権侵害―― 著作権、商標権、意匠権、企業秘密、ソフトウェア著作権侵害、及び、個人、会社、または、他

https://www.ntt.com/business/services/network/global-ip-network/gin.html


の団体の特許物等、他者の知的所有権を侵害する、もしくは乱用するあらゆる活動に従事すること。同様に、プライバ

シー、パブリシティ、または、他者の権利を侵害する活動に従事すること。NTT ドコモビジネスは正当な著作権侵害の

報告を受理した場合、顧客のコンテンツを削除またはコンテンツへのアクセスをブロックする場合があります。著作権法

の侵害を繰り返す顧客は顧客としての権利を失う場合があります。 

 

猥褻な発言・コンテンツ――NTT ドコモビジネスグローバル IP ネットワークを利用し児童ポルノ、猥褻な発言・ 

コンテンツを宣伝・送信・蓄積・掲示・作成すること。 

 

中傷的・侮辱的表現――中傷的・嫌がらせ・侮辱的・脅迫的な発言を掲載または伝達するために NTT ドコモビジネス

グローバル IP ネットワークを利用すること。 

 

ヘッダーの偽造――メッセージの作成者を偽るために全体もしくは部分的に、メッセージヘッダーを偽造すること。 

 

コンピューター・ネットワークへの違法アクセス――他者の有するコンピューター、アカウント、ネットワークに違法、また

は許可なくアクセスすること、または他者のシステムセキュリティーを侵害しようと試みること（ハッキング）。また、システム

のセキュリティー侵害につながると思われるあらゆる行為（ポートスキャン、ステルススキャン、または、他の情報収集活

動）。 

 

インターネットウィルス、ワーム、トロイの木馬の配布、または、他の破壊的行為――インターネットウィルス、ワーム、トロ

イの木馬、ping 攻撃、メール爆弾、DOS アタックなどの製造・配布。また、他社のネットワークやそれに接続するネットワ

ーク、システム、サービス等の利用を妨害または干渉する行為。 

 

この AUP の違反に荷担する行為――スパム攻撃、ping 攻撃、flooding アタック、メール爆弾、DOS アタック、ソフトの著

作権侵害を容易にするようなソフトウェア、プログラム、プロダクト及びサービスの宣伝・送信・製造。 

 

輸出規制違反――外国為替及び外国貿易法に違反するものを輸出する行為。 

 

ユーズネットグループ―― NTT ドコモビジネスは、コンテンツが AUP に違反することが前もって知られているニュース

グループからの情報掲載を拒否する権利があります。 

 

他の違法行為――ねずみ講、クレジットカードの不正チャージ、海賊版ソフトの宣伝・送信・製造等。 

 

他の行為―― 合法・不法にかかわらず NTT ドコモビジネスが加入者、オペレーション、評判、信用、または顧客関係

に有害であると判断した行為。 

 

上述のような有害な行為を回避する責任は、まず加入者にあります。NTT ドコモビジネスは、加入者のコミュニケーショ

ンを監視するということは通常行いません。しかし NTT ドコモビジネスは有害な行為を発見した場合、それを阻止する

あらゆる手段すなわち情報の削除、ウェブサイトの閉鎖、害のあるトランスミッションをブロックするスクリーニング、インタ



ーネットアクセスの拒否、その他適当と思われる措置を取ります。 

 

加入者の多くがインターネットサービスプロバイダーであることから、NTT ドコモビジネスグローバル IP ネットワークに流

される情報が加入者の顧客、もしくは、別の第三者から発したものである可能性があります。インターネットサービスプロ

バイダーである加入者にその顧客による通信、または、ウェブサイトを検閲することは強制しません。NTT ドコモビジネ

スは、加入者の顧客に対して直接処置を取る権利があります。それが加入者の他の顧客に影響をもたらす可能性があ

ったとしても、処置を取る場合もあります。加入者の方々は予防又は修正処置への協力をお願い致します。ご協力をい

ただけないことはこの AUP に反することになります。 

 

一般的に、インターネットのオンラインコミュニケーション、及び、ウェブサイトのプライバシーについては傍受または、破

損される可能性がある点について、郵便、ファクシミリや電話サービス等の伝達手段と同程度であるとされています。 

 

加入者は、オンラインコミュニケーションが安全ではないということに留意して下さい。NTT ドコモビジネスは、NTT ドコ

モビジネスグローバル IP ネットワークでやりとりされる情報の安全に対して責任を負うことはできません。 

 

NTT ドコモビジネスは、法、政府の命令によってそうする必要がある場合や公共安全が危機にある場合以外は、加入

者のプライベートな電子メールメッセージを監視しません。ただしネットワークが十分に機能していることを確認するため

に、サービスを電子的に監視することがあります。また NTT ドコモビジネスは加入者に関係する情報、NTT ドコモビジ

ネスグローバル IP ネットワークを利用して行われる通信やウェブサイト等の情報を裁判所命令、召喚状、発見要請、令

状、法令、規制や政府の要請により公開することがあります。また、さらに NTT ドコモビジネスは、NTT ドコモビジネスと

その加入者を保護するために必要である場合やシステムの正常なオペレーション上必要な場合、加入者情報、または

そのネットワーク上に送られた情報を公開することがあります。インターネットサービスプロバイダーである加入者はオン

ラインコミュニケーションのプライバシーに関連する全ての法に従って頂けることと信じています。それらの法に反するこ

とは、NTT ドコモビジネスのポリシーに違反することになります。最後に、サービス契約を頂いた加入者がサービス契

約、法、または NTT ドコモビジネスのポリシーに違反したことにより第三者からのクレームを受けたり、NTT ドコモビジネ

スに損害が発生した場合はその損害を賠償して頂くことになります。これは、NTT ドコモビジネスが加入者またはその

顧客の行為により告訴された場合のあらゆる損害賠償、付加コスト、及び弁護士料を支払うことを含みます。 

 

この AUP が、インターネットを使う際の責任の明確化に役に立つことを願います。 

 

この AUP 違反ついてのご意見等は abuse@ntt.net へお願いします。 

 


